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  (証券コード　8127)
  平成23年11月８日

株 主 各 位  

  大阪市中央区博労町二丁目３番９号

  

 取締役社長 盤 若 智 基
　

第65回定時株主総会招集ご通知
　

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。　

　さて、当社第65回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席く

ださいますようご通知申し上げます。

　なお、当日ご出席いただけない場合には、書面または電磁的方法（インターネ

ット）によって議決権を行使することができますので、お手数ながら後記の株主

総会参考書類をご検討いただきまして、平成23年11月24日（木曜日）午後５時00

分までに議決権を行使くださいますようお願い申し上げます。

　

【書面による議決権行使の場合】

　同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご記入の上、上記の行使期限ま

でに到着するようご返送ください。

　

【インターネットによる議決権行使の場合】

　54ページから55ページの「インターネットによる議決権行使のご案内」をご確

認いただき、議案に対する賛否をご入力の上、上記の行使期限までに着信するよ

うご送信ください。

敬　具

記
　

１．日 時 平成23年11月25日（金曜日）午前10時
　

２．場 所 大阪市中央区本町橋２番８号　

大阪商工会議所　地下会議室
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３．会議の目的事項

Ⅰ．報 告 事 項 １．第65期(平成22年９月１日から
平成23年８月31日まで)事業報告、連結計算書類

  並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報

告の件

  
２．第65期(平成22年９月１日から

平成23年８月31日まで)計算書類報告の件

Ⅱ．決 議 事 項 　

　第１号議案 第65期剰余金の処分の件
　第２号議案 取締役７名選任の件
　第３号議案 監査役３名選任の件
　第４号議案　補欠監査役１名選任の件 

　

４．議決権行使に関する事項

(1）株主総会に出席されない株主様は議決権行使書（または電磁的方法）によ

って議決権を行使することができます。

(2）議決権行使書による議決権の行使の際に、議案に対する賛否の記入がない

ときは、賛成の意思表示をされたものとしてお取り扱いいたします。

(3）議決権の不統一行使をされる場合は、平成23年11月24日(木曜日)までに議

決権の不統一行使を行う旨と、その理由を書面により当社にご通知ください。

(4）電子投票で、重複して議決権が行使されたときは、最後に行使されたもの

を有効といたします。

(5）書面投票と電子投票間で、重複して議決権が行使されたときは、電子投票

を有効といたします。

以　上

◎当日ご出席の際には、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提

出くださいますようお願い申し上げます。

◎株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた

場合は、インターネット上の当社ウェブサイト(http://www.yamatointr.co.jp)

でお知らせいたします。
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　(添付書類）

　 事 業 報 告 (平成22年９月１日から
平成23年８月31日まで) 

　

１．企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及び成果　　

当連結会計年度におけるわが国経済は、世界経済の改善及び政府の景気対

策効果等により、一部に景気の持ち直しが見られたものの、デフレの影響等

に加え、平成23年３月11日に発生いたしました東日本大震災による電力供給

の制約や生産活動の低下等、景気が一気に落ち込む状況となりました。その

後、徐々に生産活動及び個人消費に回復の兆しが見られつつあるものの、依

然として厳しい雇用情勢や所得環境に加え、急激な円高や世界経済の減速懸

念等、総じて厳しい状況で推移いたしました。

当業界におきましても、震災の影響により消費マインドの冷え込みや高額

商品の販売低迷、不要不急商品の買い控え等、消費者の生活防衛意識は依然

として強く、厳しい商況となっております。

このような経営環境の中、当社グループでは、「時代に合った顧客が求め

るカジュアルスタイルの提案」を基本方針として、「真の顧客起点」と「真

の小売業化」を念頭に、既存ビジネスモデルの成長と店舗運営力の強化に注

力してまいりました。また、「ローコスト経営」を意識し、収益性とキャッ

シュ・フローを重視し、業務及び物流システムの効率化や生産拠点の積極的

な見直しを図る等、「高収益ビジネスモデルへの再挑戦」を推進してまいり

ました。

販売面では、決算期の変更によって、より小売に適した販売体制になった

ことを機に、基幹ブランドの「クロコダイル」「エーグル」「スウィッチモ

ーション」を中心とする自主管理型売場の更なる成長を目指し、販売効率の

向上や機会ロスの削減に努める一方、「ベイジェジェ」等の育成ブランドの

強化も図ってまいりました。

この結果、当社の自主管理型売場は前期末より純増で55店舗増加し、786店

舗となりました。

また、重点事業であるインターネット・モバイル事業の更なる充実にも努

めてまいりました。
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なお、不動産賃貸事業につきましては、引き続き東京本社ビル及び日本橋

ビル等の自社物件を有効活用し、安定した収益を計上しております。

経費面では、業務の効率化や諸経費の見直しを通じて「ローコスト経営」

に努めており、自主管理型売場の増加に伴う販売費及び一般管理費は増加い

たしますが、引き続き適正な水準を目指しております。

一方、当社グループの物流業務を請負う子会社ヤマト ファッションサービ

ス株式会社では、在庫管理や入出荷業務の精度を向上させ、布帛シャツ及び

アウター等の製造を行う上海雅瑪都時装有限公司では、品質の向上と生産ラ

インの効率運営に注力してまいりました。

以上の結果、当連結会計年度における連結業績は、東日本大震災の影響も

あり、売上高は225億６千７百万円（前年同期比0.8％増）と微増となり、利

益面では売上総利益率は50.8％と前年同期の水準を維持いたしましたが、新

規出店に伴う新店経費増加を賄えず、営業利益は13億２千３百万円（前年同

期比10.7％減）、経常利益は13億６千６百万円（前年同期比8.8％減）、当期

純利益は６億９千３百万円（前年同期比10.3％減）となりました。

セグメントごとの売上高では、繊維製品製造販売業223億１千５百万円、不

動産賃貸事業２億５千１百万円となりました。

なお、当社は前連結会計年度より決算期を11月期から８月期に変更したこ

とにより、前年同期比につきましては、平成21年11月期第４四半期連結会計

期間及び平成22年８月期通期連結累計期間（９ヶ月間）の累計（平成21年９

月１日から平成22年８月31日まで）との比較を参考として記載しております。

なお、事業報告に記載されている金額は、消費税等を含んでおりません。
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セグメント別売上高(アイテム別)

区 分
第　　 64 　　期 第　　 65 　　期

増 減 率
金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

繊

維

製

品

製

造

販

売

業

 百万円 ％ 百万円 ％ 　　％

カットソーニット 4,762 28.8 6,102 27.0 －

布 帛 シ ャ ツ 2,761 16.7 3,439 15.2 －

横 編 セ ー タ ー 1,573 9.5 2,521 11.2 －

ア ウ タ ー 3,770 22.8 5,746 25.5 －

ボ ト ム 1,338 8.1 1,613 7.2 －

小 物 ・ そ の 他 2,146 12.9 2,893 12.8 －

計 16,353 98.8 22,315 98.9 －

不 動 産 賃 貸 事 業 209 1.2 251 1.1 －

合 計 16,563 100.0 22,567 100.0 －

(注）第64期は決算期変更により平成21年12月１日から平成22年８月31日までの９ヶ月間と

　　 なっておりますので、当期の業績につきましては対前期比較を行っておりません。　

セグメント別売上高(顧客別)

区 分
第　　 64　　 期 第　　 65　　 期

増 減 率
金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

繊

維

製

品

製

造

販

売

業

 百万円 ％ 百万円 ％ 　　％

メ ン ズ 10,427 63.0 14,197 62.9 －

レ デ ィ ス 5,472 33.0 7,577 33.6 －

キ ッ ズ 274 1.7 251 1.1 －

そ の 他 179 1.1 289 1.3 －

計 16,353 98.8 22,315 98.9 －

不 動 産 賃 貸 事 業 209 1.2 251 1.1 －

合 計 16,563 100.0 22,567 100.0 －

(注）第64期は決算期変更により平成21年12月１日から平成22年８月31日までの９ヶ月間と

　　 なっておりますので、当期の業績につきましては対前期比較を行っておりません。
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(2) 設備投資及び資金調達の状況

　当連結会計年度において実施した企業集団の設備投資の総額は、367百万円

であり、主なものは次のとおりであります。

繊維製品製造販売業

直営店の開設 249百万円

　なお、取得資金は自己資金で賄っております。

　また、当連結会計年度より資産除去債務に関する会計基準に伴う有形固定

資産計上額134百万円が含まれております。
　

(3) 財産及び損益の状況の推移

区　分 第62期
平成20年11月期

第63期
平成21年11月期

第64期
平成22年８月期

　
第65期

(当連結会計年度)
平成23年８月期

売 上 高(百万円) 24,406 22,557 16,563 22,567

経 常 利 益(百万円) 2,379 1,107 990 1,366

当 期 純 利 益(百万円) 1,206 350 522 693

１株当たり当期純利益 (円) 55.12 16.42 24.52 32.54

総 資 産(百万円) 30,179 27,971 27,967 28,604

純 資 産(百万円) 20,298 20,179 20,470 20,748

１株当たり純資産額 (円) 948.40 946.73 960.46 973.56

（注）１．１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式数により、１株当たり純資産額は

期末発行済株式数により算出しております。

なお、期末発行済株式数は、自己株式を控除しております。

　　　２．第64期は決算期変更により平成21年12月１日から平成22年８月31日までの９ヶ

月間となっております。

　　

(4) 対処すべき課題

来期の展望といたしましては、東日本大震災後に見られた生産活動や個人

消費の急激な落ち込みは、徐々に回復傾向にありますが、原子力発電所事故

による電力供給の制約や円高・デフレ基調の継続、海外経済の下振れ懸念等

の影響で、日本経済の先行きは引き続き不透明な状況にあります。

このような状況の中、当社グループといたしましては、経営方針に掲げた

「時代に合ったカジュアルスタイルの提案」を基本方針として、「真の顧客

起点」と「真の小売業化」及び「ローコスト経営」を念頭におき、収益性と
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キャッシュ・フローを重視した経営に注力し、「高収益ビジネスモデルの再

構築」を目指してまいります。

販売面では「クロコダイルメンズ」「クロコダイルレディス」を統括する

「クロコダイル事業部門」を新設し、当社の最大の基幹ブランドである「ク

ロコダイル」の更なる事業拡大を図ってまいります。また、その他の基幹ブ

ランド「エーグル」「スウィッチモーション」を中心とする既存ビジネスの

安定成長と、「ベイジェジェ」等の育成ブランドの更なる強化も図り、一方、

新規ビジネスモデルの構築として、今後も積極的にインターネット・モバイ

ル事業等の推進と、業務や物流システムの効率化、そして生産拠点の積極的

な見直しにも注力いたします。

その中で、自主管理型ビジネスの拡充とバランスのとれた在庫管理を推進

することにより、より高い収益性の実現を目指してまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも変わらぬご支援ご鞭撻を賜ります

ようお願い申し上げます。
　　

(5) 主要な事業内容

　当社グループは、カジュアルウェア中心のアパレル企業として、カットソ

ーニット、布帛シャツ、横編セーター、アウター、ボトム、その他小物雑貨

等の繊維製品製造販売業及び不動産賃貸事業並びにこれらに関連した事業を

営んでおります。
　

(6) 主要な営業所及び工場

①　ヤマト インターナショナル株式会社

大阪本社 大阪市中央区

東京本社 東京都大田区

福岡営業所 福岡市博多区

デリポート（大阪配送センター） 大阪府東大阪市

②　ヤマト マーチャンダイジング株式会社

本社 大阪市中央区

③　ヤマト ファッションサービス株式会社

本社 大阪市中央区

④　上海雅瑪都時装有限公司

本社（上海工場） 中国　上海市
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(7) 従業員の状況

企業集団の従業員の状況

区 分 従 業 員 数 前 期 末 比 増 減

合 計 又 は 平 均   483名（1,247名）  31名減（37名増）

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に当連結会計年度の平均人員

を外数で記載しております。

　

(8) 主要な借入先及び借入額の状況（平成23年８月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 800
百万円

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 284 

株 式 会 社 り そ な 銀 行 200 

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 58 

み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社 49 

　

(9) 親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

　該当事項はありません。

　

②　子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主要な事業内容

〔国内〕 百万円 ％  

ヤマト マーチャンダイジング㈱ 10 100 輸入業

ヤマト ファッションサービス㈱ 30 100 物流業務の受託

〔海外〕    

上 海 雅 瑪 都 時 装 有 限 公 司 5,000千ＵＳ＄ 100 衣料品製造販売

（注）連結子会社は、上記の子会社の状況に記載の３社であります。
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２．会社の株式に関する事項（平成23年８月31日現在）

①　発行可能株式総数 71,977,447株

②　発行済株式の総数 22,502,936株

③　株主数 11,114名

④　単元株式数 100株

⑤　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

セ ネ シ オ 有 限 会 社 2,600千株 12.19％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口) 1,609 7.55

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,061 4.97

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 811 3.80

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 717 3.36

野 村 信 託 銀 行 株 式 会 社 ( 投 信 口 ） 657 3.08

盤 若 智 基 570 2.67

藤 　 原 　 美 和 子 374 1.75

盤 若 真 美 353 1.65

CGML-IPB CUSTOMER COLLATERAL ACCOUNT 333 1.56

（注）１．当社は自己株式（1,190,503株）を保有していますが、上記大株主からは除いて

　おります。

　　　２．持株比率は自己株式（1,190,503株）を控除して計算しております。

　

３．会社の新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項

①　取締役及び監査役の状況           　（平成23年８月31日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

取締役社長(代表取締役) 盤 若 智 基  

常 務 取 締 役 内 山 公 司
生産管理部長、ヤマト ファッショ
ンサービス㈱代表取締役

常 務 取 締 役 名 取 　 勇 経理部長兼総務部担当

取 締 役 樋 口 敏 昭 カジュアル事業部長

取 締 役 髙 橋 俊 輔 経営企画室長

取 締 役 柴 原 保 夫
営業推進室長、ヤマト マーチャン
ダイジング㈱代表取締役

取 締 役 船 原 淳 一 人事部長兼システム部担当

取 締 役 奥 中 信 一 営業本部長

常 勤 監 査 役 内 田 　 勝  

常 勤 監 査 役 堀 野 　 修  

監　査　役(社外監査役) 池 田 敏 行 野村殖産㈱常務取締役 

監　査　役(社外監査役) 照 山 澄 人 照山公認会計士事務所　代表

（注）１. 監査役　照山澄人氏は公認会計士、税理士の資格を有しており、会計財務

　　　　　及び税務に関する相当程度の経験、見識を有するものであります。

　　　２. 監査役　照山澄人氏は東京証券取引所・大阪証券取引所が指定を義務付け

　　　　　る一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員であります。
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②　取締役及び監査役の報酬等の総額

　      当事業年度に係る報酬等の総額

取 締 役 監 査 役 計

員数(名)
報酬等の総額
(百万円)

員数(名)
報酬等の総額
(百万円)

員数(名)
報酬等の総額
(百万円)

8 127
4

(うち社外2)
29

(うち社外9）
12

(うち社外2)
157

(うち社外9)

（注）１．株主総会の決議による取締役の報酬限度額　年額４億円以内

（平成19年２月23日開催　第60回定時株主総会決議）

２．株主総会の決議による監査役の報酬限度額　年額５千万円以内

（平成19年２月23日開催　第60回定時株主総会決議）

３．上記取締役の報酬額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりま

せん。
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③　社外監査役に関する事項

　イ.社外監査役の重要な兼職先と当社との関係

　　・池田敏行氏は、野村殖産株式会社の常務取締役を兼任しております。

なお、野村殖産株式会社は当社の株主であり、当社との間に取引関

係はありません。

　　・照山澄人氏は、照山公認会計士事務所代表であります。なお、照山

公認会計士事務所と当社との間には取引関係等はありません。

　

　ロ.当事業年度における主な活動状況

氏 名 主 な 活 動 状 況

池 田 敏 行

不動産に関する専門的見地から取締役会において、取
締役会の意思決定の妥当性、適正性を確保するための
意見を述べております。
また、監査役会においては、会社の体制及び方針並び
に内部監査について適宜必要な意見を述べております。
当事業年度中の取締役会、監査役会への出席状況
　取締役会19回のうち17回に出席
　監査役会19回のうち17回に出席

照 山 澄 人

公認会計士としての専門的見地から取締役会において、
取締役会の意思決定の妥当性、適正性を確保するため
の意見を述べております。
また、監査役会においては、当社の経理システム、会
社の体制及び方針並びに内部監査について適宜必要な
意見を述べております。
当事業年度中の取締役会、監査役会への出席状況
  取締役会19回のうち18回に出席
　監査役会19回のうち18回に出席　
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５．会計監査人の状況

(1) 名称

有限責任監査法人トーマツ

　

(2) 報酬等の額

 支　払　額

・当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 31,000千円

・当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭そ

の他の財産上の利益の合計額
34,500千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく

監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に

区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度

に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

      ２．当社は会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務

以外の業務（非監査業務）である「国際財務報告基準（ＩＦＲ

Ｓ）助言・指導業務」を委託し、その対価を支払っています。

　

(3）会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人が会社法及び公認会計士法等に違反もしくは抵触

すると判断した場合、監査役会規程に基づき、会計監査人の解任または不再

任を株主総会の付議議案とすることを取締役会へ請求し、それを受けて取締

役会が審議いたします。
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６．会社の体制及び方針

Ⅰ．業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容は以下の

とおりであります。

１．取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制

(1) コンプライアンス体制の基礎として、コンプライアンス・ポリシー（企

業行動憲章）を定め、それを全役職員に周知徹底させる。

(2) 社長を委員長とするコンプライアンス委員会を設置し、定期的にコン

プライアンス・プログラムを策定し、それを実施する。

(3) 「コンプライアンス基本規程」及び「コンプライアンス・マニュアル」

を制定し、全役職員に対し、コンプライアンスに関する研修を行うこ

とにより、コンプライアンスの知識を高め、コンプライアンスを尊重

する意識を醸成する。

(4) 全役職員が、当社における重大な法令違反その他コンプライアンスに

関する重要な事実を発見した場合の社内報告体制として、コンプライ

アンス・ホットライン（内部通報制度）を構築し、運用する。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の意思決定または取締役に対する報告に関しては、文書の作成、

保存及び廃棄に関する「文書取扱規程」に基づき行うものとする。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1) 経営に重大な影響を及ぼすリスクについては、「リスク管理規程」及

びそれに付帯するマニュアル等に従い対応し、必要に応じて研修等を

行うものとする。また、新たに生じたリスクについては、速やかに対

応責任者となる取締役を定める。

(2) 組織横断的リスク状況の監視は内部監査室が行い、全社的対応は経営

企画室が行うものとする。
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４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の

基礎として、取締役会を月１回定時に開催するほか、必要に応じて適

宜臨時に開催するものとし、当社の経営方針及び経営戦略に関わる重

要事項については、事前に経営審議会において議論を行い、その審議

を経て執行決定を行うものとする。

(2) 取締役会の決定に基づく業務執行については､ 「組織および分掌規

程」､ 「職制規程」及び「職務権限規程」において、それぞれの責任

者及びその責任、執行手続きの詳細について定める。

(3) 取締役会により策定された中期経営計画及び年度利益計画に基づき、

各部門の具体的な年度目標及び予算を設定し、それに基づく月次、半

期、年間業績の管理を行うものとする。

５．株式会社並びにその親会社及び子会社からなる企業集団における業務の

適正を確保するための体制

(1) グループ会社における業務の適正を確保するため、グループ企業全て

に通用する行動指針として、グループ・コンプライアンス・ポリシー

を定め、これを基礎として、グループ各社は定められた諸規程により

運営するものとする。

経営管理については、「関係会社管理規程」により、当社への決裁・

報告制度による子会社経営の管理を行うものとし、必要に応じて内部

監査室がモニタリングを行うものとする。

取締役は、グループ全社において、法令違反その他コンプライアンス

に関する重要な事項を発見した場合には、監査役に報告するものとす

る。

(2) 子会社が当社からの経営管理、経営指導内容が法令に違反し、その他、

コンプライアンス上問題があると認めた場合には監査役に報告するも

のとする。

監査役は意見を述べるとともに、改善策の策定を求めることができる

ものとする。
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６．監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役か

らの独立性に関する事項

監査役は、内部監査室所属の社員に監査業務に必要な事項を命令するこ

とができる。

内部監査室は監査役会との協議により監査役の要望した事項の内部監査

を実施し、その結果を監査役会に報告する。

７．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への

報告に関する体制及び監査役の監査が実効的に行われることを確保する

ための体制

(1) 取締役または使用人は、監査役会に対して、法定の事項に加え、全社

的に重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況を速やかに報告す

る。

報告の方法（報告者、報告受領者、報告時期等）については、取締役

と監査役会との協議により決定する。

(2) 監査役会は、社長、監査法人とそれぞれ定期的に意見交換会を開催す

る。

８．反社会的勢力排除に向けた体制

　当社は、コンプライアンス・ポリシー（企業行動憲章）において、反社

　会的勢力に対し断固とした姿勢で臨むことを掲げ、関係排除に取組むも

　のとする。

　また、顧問弁護士や警察等の外部機関と連携し社内体制の整備を行うと

　同時に、全役職員への啓蒙活動にも取組むものとする。

９. 財務報告の信頼性を確保するための体制

　財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法及び関連する法令を

　遵守し、整備・評価・是正を行うことにより適正な内部統制システムを

　構築する。　
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Ⅱ．会社の支配に関する基本方針　

会社法施行規則第118条第３号に定める「株式会社の財務及び事業の方針

の決定を支配する者の在り方に関する基本方針」（以下「会社の支配に関す

る基本方針」といいます。）の概要は以下のとおりであります。

　　１．会社の支配に関する基本方針の内容

　　　上場会社である当社の株式は株主、投資家の皆様による自由な取引が

　　認められており、当社の株式に対する大規模買付提案またはこれに類似

　　する行為があった場合においても、一概に否定するものではなく、最終

　　的には株主の皆様の自由な意思により判断されるべきであると考えま

　　す。

　　　しかしながら、近年わが国の資本市場においては、対象となる企業の

　　経営陣の賛同を得ずに、一方的に大規模買付提案またはこれに類似する

　　行為を強行する動きが顕在化しております。

　　　当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、当

　　社の企業理念、企業価値のさまざまな源泉、当社を支えるステークホル

　　ダーとの信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の

　　利益を中長期的に確保、向上させる者でなければならないと考えており

　　ます。従いまして、企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれ

　　のある不適切な大規模買付提案またはこれに類似する行為を行う者は、

　　当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考

　　えます。　

２．会社の支配に関する基本方針の実現に資する取組み

　　　当社では、多数の投資家の皆様に長期的に継続して当社に投資してい

　　ただくため、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を向上させるため

　　に以下のような取組みを実施しております。これらの取組みは、今般決

　　定しました上記１.の会社の支配に関する基本方針の実現に資するものと

　　考えております。

　　当社は、1937年（昭和12年）にシャツ製造業として盤若商店を創業

　し、ワイシャツ専業メーカーとしてスタートいたしましたが、その後、

　事業の飛躍的発展を目指すべく、カジュアルウェアの製造小売業に転化
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　し、現在の地位を確立してまいりました。

　　　また、当社は「社会のすべての人々に喜んでいただける企業でありた

　　い」という経営理念を掲げ、顧客起点のビジネスを展開することによ

　　り、ステークホルダーである多くの取引先や顧客からの支持を得ており

　　ます。

　　　当社の企業価値の源泉は、①創業当時からの販売体制であった卸型か

　　ら直営店、ＧＭＳ（量販店）において当社独自の運営ノウハウを持つ自

　　主管理型への業態転換が成功し、利益体質の基盤ができていること。②

　　自社開発のコンピューター管理システムにより、企画から販売までを一

　　元的に管理できており、自主管理型の事業運営に大きく貢献しているこ

　　となどがあります。

　　　これらは、時代の変化とともに、当社の従業員が長年にわたり培った

　　ノウハウにより達成できたものであり、また長年の顧客、取引先等、ス

　　テークホルダーとの信頼に基づく強固な関係なくして、当社の企業価値

　　を維持、向上させていくことはできません。

　当社には、現在、基幹ブランドとして「クロコダイル」、「エーグル」

という２本の柱があります。

　「クロコダイル」は、当社のオリジナルブランドの中で卸型から自主

管理型への転化に成功したものを象徴するブランドであり、ＧＭＳ（量

販店）において当社独自のノウハウで運営しており、他の追随を許して

おりません。

　「エーグル」は、自主管理型で成功した原点である直営店を中心に運

営しており、店舗は賃貸借契約を締結しております。これは、貸主との

長年の信頼関係に基づき継続できているものであります。

　　　また、「エーグル」は、ライセンス契約を締結しており、契約条項の

　　中に「契約に基づく権利義務を他方の当事者の事前の書面による同意な

　　しには、第三者に譲渡することはできない」とあり、他のライセンスブ

　　ランドについても同様の意味を表わす条項が入っております。

　　　こうした両ブランドの実情を見ましても、他の者が経営権を支配した

　　場合、現在成功している事業を将来にわたって継続することは困難であ

　　るといえます。

　　　このような事業特性を踏まえ、当社は、中期的な目標として「高収益

　　ビジネスモデルの継続的拡大と新たな構築」を掲げ、業界の中での当社
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　　の特徴、優位性を活かして、高い品質と優れたサービスの提供を追求

　　し、収益性とキャッシュ・フローを重視した経営により、企業価値の最

　　大化を目指して努力してまいります。

３．会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務

　　及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組み

　当社は、上記会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によ

って大規模買付行為がなされた場合に、それらの者によって当社の財務

及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みとして

「当社株式の大規模買付行為への対応策（買収防衛策）」（以下「本プ

ラン」といいます。）を導入しております。本プランの概要は以下のと

おりです。

　本プランは、特定株主グループの議決権割合を20％以上とすることを

目的とする当社株券等の買付行為、または結果として特定株主グループ

の議決権割合が20％以上となる当社株券等の買付行為を対象とします。

　本プランにおける、大規模買付ルールとは、①事前に大規模買付者が

当社取締役会に対して必要かつ十分な情報を提供し、②必要情報の提供

完了後、対価を現金のみとする公開買付による当社全株式の買付けの場

合は最長60日間、またはその他の大規模買付行為の場合は最長90日間を

当社取締役会による評価・検討等の取締役会評価期間として設定し、取

締役会評価期間が経過した後に大規模買付行為を開始するというもので

す。

　本プランにおいては、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場

合には、原則として当該大規模買付行為に対する対抗措置はとりません。

ただし、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合、大規模買

付ルールを遵守しても当該大規模買付行為が会社に回復し難い損害をも

たらすなど、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと

判断される場合には、必要かつ相当な範囲で新株予約権の無償割当等、

会社法その他の法律及び当社定款上検討可能な対抗措置をとることがあ

ります。このように対抗措置をとる場合、その判断の合理性及び公正性

を担保するために、当社取締役会は対抗措置の発動に先立ち、当社の業

務執行を行う経営陣から独立している社外監査役並びに社外有識者の中

から選任された委員で構成する独立委員会に対して対抗措置の発動の是

非について諮問し、独立委員会は対抗措置の発動の是非について、取締
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役会評価期間内に勧告を行うものとします。当社取締役会は、対抗措置

を発動するか否かの判断に際して、独立委員会の勧告を最大限尊重する

ものとします。

　本プランは、平成22年２月24日に開催された当社第63回定時株主総会

において株主の皆様のご承認をいただき継続しており、その有効期限は、

平成24年11月開催予定の第66回定時株主総会終結の時までとなっており

ます。　

４．本プランが会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいて

　　は株主共同の利益に合致し、当社の会社役員の地位の維持を目的とする

　　ものでないことについて

　本プランは、会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によ

って当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するため

の取組みであり、以下の点から、当社役員の地位維持を目的としたもの

ではなく当社の企業価値ひいては株主共同の利益を損なうものではない

と考えております。

（ア）買収防衛策に関する指針の要件を充足していること

　　　　本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した

　　　「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関

　　　する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上

　　　の原則、事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性の原則）を充足

　　　しています。

　また経済産業省に設置された企業価値研究会が平成20年６月30日に

発表した報告書「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」

の内容も踏まえたものとなっております。

（イ）株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること

　　　本プランは、当社株券等に対する買付等がなされた際に、当該買付

　　等に応じるべきか否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会

　　が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保し、株主の皆様の

　　ために買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の

　　企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させるという目的を

　　もって導入されるものです。
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（ウ）合理的な客観的発動要件の設定

　本プランは、あらかじめ定められた合理的な客観的要件が充足され

なければ、発動されないように設定されており、当社取締役会による

恣意的な発動を防止するための仕組みが確保されています。

（エ）独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示

　　　　本プランにおける対抗措置の発動等の運用に際しての実質的な判断

　　　は、独立性の高い社外者のみから構成される独立委員会により行われ

　　　ることとされています。

　また、その判断の概要については株主の皆様に情報開示をすること

とされており、当社の企業価値・株主共同の利益に適うように本プラ

ンの透明な運営が行われる仕組みが確保されています。

（オ）株主意思を重視するものであること

　　　　本プランは、平成22年２月24日に開催された当社第63回定時株主総

　　　会において株主の皆様のご承認をいただき継続されたものであり、株

　　　主の皆様のご意向が反映されております。また、本プラン継続後、有

　　　効期間の満了前であっても、株主総会において本プランを廃止する旨

　　　の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止されることに

　　　なり、株主の皆様のご意向が反映されます。

（カ）デッドハンド型買収防衛策やスローハンド型買収防衛策ではないこと

　本プランは、当社の株主総会で選任された取締役で構成される当社

取締役会により廃止することができるものとされており、当社の株式

を大量に買付けた者が、当社株主総会で取締役を指名し、かかる取締

役で構成される当社取締役会により、本プランを廃止することが可能

でありデッドハンド型買収防衛策ではありません。また、当社の取締

役任期は１年であり、期差任期制を採用していないため、本プランは

スローハンド型買収防衛策でもありません。


（注）　本事業報告中に記載の金額及び株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示して

おります。
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 連結貸借対照表 （平成23年８月31日現在）
（単位：千円）   

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部）  （負　債　の　部）  

流 動 資 産 13,849,691 流 動 負 債 6,144,623

現 金 及 び 預 金 3,781,827 支払手形及び買掛金 4,057,055

受取手形及び売掛金 2,111,912 １年内返済予定長期借入金 591,320

有 価 証 券 5,219,360 リ ー ス 債 務 4,689

商 品 及 び 製 品 2,280,972 未 払 法 人 税 等 402,679

仕 掛 品 62,934 賞 与 引 当 金 117,809

原材料及び貯蔵品 30,490 返 品 調 整 引 当 金 32,000

繰 延 税 金 資 産 192,844 ポ イ ン ト 引 当 金 101,232

そ の 他 169,566 そ の 他 837,836

貸 倒 引 当 金 △218  　

固 定 資 産 14,755,115 固 定 負 債 1,711,202

有 形 固 定 資 産 (10,799,001) 長 期 借 入 金 800,030

建 物 及 び 構 築 物 2,748,054 リ ー ス 債 務 9,752

機械装置及び運搬具 34,396 退 職 給 付 引 当 金 517,776

土 地 7,931,184 そ の 他 383,643

リ ー ス 資 産 12,199 負 債 合 計 7,855,825

建 設 仮 勘 定 2,097 （純 資 産 の 部）     

そ の 他 71,067 株 主 資 本 20,839,060

無 形 固 定 資 産 (143,765) 資 本 金 4,917,652

投資その他の資産 (3,812,349) 資 本 剰 余 金 5,644,906

投 資 有 価 証 券 1,799,030 利 益 剰 余 金 10,929,012

差 入 保 証 金 1,465,752 自 己 株 式 △652,510

繰 延 税 金 資 産 336,354 その他の包括利益累計額 △90,079

そ の 他 253,749 その他有価証券評価差額金 △59,040

貸 倒 引 当 金  △42,537 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △21,081

　 　 為替換算調整勘定 △9,957

　 　 純 資 産 合 計 20,748,981

資 産 合 計 28,604,807 負 債 純 資 産 合 計 28,604,807
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 連結損益計算書 ( 平成22年９月１日から
平成23年８月31日まで )

（単位：千円）     
科 目 金 額

売 上 高  22,567,379

売 上 原 価  11,117,514

売 上 総 利 益  11,449,865

返 品 調 整 引 当 金 戻 入 額  39,000

返 品 調 整 引 当 金 繰 入 額  32,000

差 引 売 上 総 利 益  11,456,865

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  10,133,612

営 業 利 益  1,323,252

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 及 び 配 当 金 54,812  

そ の 他 41,135 95,947

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 27,239  

そ の 他 25,152 52,391

経 常 利 益  1,366,808

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 29,751  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 11,613  

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 377 41,741

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 28,780  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 81 　　

減 損 損 失 28,460  

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 82,452 139,775

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  1,268,774

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 601,476  

法 人 税 等 調 整 額 △26,206 575,269

少数株主損益調整前当期純利益  693,504

当 期 純 利 益  693,504
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 連結株主資本等変動計算書 (平成22年９月１日から
平成23年８月31日まで)

（単位：千円）     

 
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成2 2年８月3 1日残高 4,917,652 5,644,906 10,640,457 △652,123 20,550,892

連 結 会 計 年 度 の 変 動 額      

剰 余 金 の 配 当   △404,949  △404,949

当 期 純 利 益   693,504  693,504

自 己 株 式 の 取 得    △387 △387

株主資本以外の項目の連結
会計年度の変動額（純額）

    －

連結会計年度の変動額合計 － － 288,555 △387 288,168

平成 2 3年８月3 1日残高 4,917,652 5,644,906 10,929,012 △652,510 20,839,060

 

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定
その他の包括利
益累計額合計

平成2 2年８月3 1日残高 △77,394 △38,561 35,894 △80,060 20,470,831

連 結 会 計 年 度 の 変 動 額      

剰 余 金 の 配 当    － △404,949

当 期 純 利 益    － 693,504

自 己 株 式 の 取 得    － △387

株主資本以外の項目の連結
会計年度の変動額（純額）

18,353 17,479 △45,851 △10,018 △10,018

連結会計年度の変動額合計 18,353 17,479 △45,851 △10,018 278,149

平成 2 3年８月3 1日残高 △59,040 △21,081 △9,957 △90,079 20,748,981
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＜連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記＞

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　３社

　連結子会社は、ヤマト マーチャンダイジング㈱、ヤマト ファッションサービス㈱、

上海雅瑪都時装有限公司であります。

２．持分法の適用に関する事項

　該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、上海雅瑪都時装有限公司の決算日は12月31日であります。連結

計算書類の作成に当たっては、当連結会計年度において連結決算日である８月31日に

仮決算を行い連結する方法に変更したことにより、平成22年７月１日から平成23年８

月31日までの14ヶ月間を連結しております。

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

②　デリバティブ 時価法

③　たな卸資産 原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　当社及び国内連結子会社は下記の方法、在外連結子会社は定額法を採用してお

ります。

 　　　　建物(建物附属設備を除く)

　　　　　　a. 平成10年11月30日以前に取得したものは、旧定率法を採用しております。

　　　　　　b. 平成10年12月１日以降、平成19年３月31日以前に取得したものは、旧定額法を採

用しております。

　　　　　　c. 平成19年４月１日以降に取得したものは、定額法を採用しております。

 　　　　建物以外

　　　　　　a. 平成19年３月31日以前に取得したものは、旧定率法を採用しております。

　　　　　　b. 平成19年４月１日以降に取得したものは、定率法を採用しております。

　　　　主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　３～47年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

③　リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

②　賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額の当連結会計年

度負担額を計上しております。

③　返品調整引当金

　製品・商品の返品による損失に備えるため、過去の返品率等を勘案し、将来の

返品に伴う損失予想額を計上しております。

④　ポイント引当金

　ポイント制度に基づき顧客に付与したポイントの利用に備えるため、当連結会

計年度末における将来利用見込額を計上しております。

⑤　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上しております。

　なお、過去勤務債務については、発生年度において一括償却しております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理することとしております。

(追加情報)

　当社グループは、退職金規程の改定に伴い、平成23年１月１日より、適格退職

年金制度から確定給付企業年金法(平成13年法律第50号)に基づく確定給付企業年

金制度に移行しました。

　この移行に伴う損益の影響は、軽微であります。

(4）重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。なお、在外連結子会社の資産及び負債、収益及

び費用は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部

における為替換算調整勘定に含めております。

(5）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約については、振

当処理の要件を満たしている場合には振当処理、金利スワップ取引については、

特例処理の要件を満たしている場合には特例処理によっております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ａ．ヘッジ手段……為替予約

ヘッジ対象……外貨建債権債務及び外貨建予定取引

ｂ．ヘッジ手段……金利スワップ取引

ヘッジ対象……借入金

③　ヘッジ方針

　デリバティブ取引に関する権限規程等を定めた社内管理規程に基づき、為替相

場変動リスク及び金利変動リスクをヘッジしております。
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④　ヘッジ有効性評価の方法

　外貨建予定取引に係る為替予約については、予定取引の主要な取引条件の予測

可能性及びその実行可能性を検討し、有効性の評価を行っております。

　なお、振当処理によっている外貨建債権債務に係る為替予約は振当処理の要件

を満たしていることを、特例処理によっている金利スワップ取引は特例処理の要

件を満たしていることを確認しており、その判定をもって有効性の評価に代えて

おります。

(6）消費税等の処理方法

　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

　

（会計処理基準に関する事項の変更）

会計方針の変更

資産除去債務に関する会計基準の適用

　当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成

20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。これにより、営業利益、経常利益は

それぞれ13,414千円減少し、税金等調整前当期純利益は88,321千円減少しております。ま

た、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は137,679千円であります。

　

表示方法の変更

連結貸借対照表及び連結株主資本等変動計算書

　会社計算規則の改正に伴い、当連結会計年度より連結貸借対照表及び連結株主資本等変

動計算書における「評価・換算差額等」は、「その他の包括利益累計額」として表示する

方法に変更しております。

　

連結損益計算書

　会社計算規則の改正に伴い、当連結会計年度より連結損益計算書において「少数株主損

益調整前当期純利益」の科目を表示する方法に変更しております。

　

＜連結貸借対照表に関する注記＞

１．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

２．有形固定資産の減価償却累計額 8,134,264千円

　

＜連結損益計算書に関する注記＞

　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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＜連結株主資本等変動計算書に関する注記＞

１．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

２．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び総数に関する事項
 （単位：株）

株式の種類
前連結会計年度末
株　　 式 　　数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末
株　　 式 　　数

発行済株式     

普 通 株 式 22,502,936 － － 22,502,936

合 計 22,502,936 － － 22,502,936

自 己 株 式     

普 通 株 式 1,189,448 1,055 － 1,190,503

合 計 1,189,448 1,055 － 1,190,503

（注）自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによる増加1,055株であります。

３．剰余金の配当に関する事項

(1) 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決 議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配　当　額

基 準 日 効 力 発 生 日

平成22年11月25日
定時株主総会

普通株式 234,448千円 11円 平成22年８月31日 平成22年11月26日

平成23年４月７日
取締役会

普通株式 170,501千円 ８円 平成23年２月28日 平成23年４月27日

(2) 当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項（予定）

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配　当　額

基準日 効力発生日

平成23年11月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 170,499千円 ８円 平成23年８月31日 平成23年11月28日

　

＜金融商品に関する注記＞

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針　

　　当社グループは、余剰資金については主として安全性の高い金融資産で運用しており

ます。　

　　また、運転資金については銀行及び生命保険会社からの借入により調達しておりま

す。

　　デリバティブ取引は後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は

行っておりません。
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(2）金融商品の内容とリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

　　有価証券及び投資有価証券は、主に公社債及び業務上の関係を有する企業の株式であ

り、発行体（取引先企業）の信用リスクや市場価格の変動リスクに晒されております。

差入保証金は、主に出店に係る賃貸借契約に基づく保証金であり、取引先の信用リス

クに晒されております。　

　　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが６ヶ月以内の支払期日であり

ます。また、一部外貨建ての営業債務は為替リスクに晒されておりますが、先物為替予

約取引を利用してヘッジしております。

　　借入金は長期運転資金に係る資金調達を目的としたものであり、このうち一部は金利

の変動リスクに晒されておりますが、デリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用し

てヘッジしております。

　　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッ

ジを目的とした先物為替予約取引、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジ

を目的とした金利スワップ取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘ

ッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性評価の方法等については、前述の「＜連結計算

書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記＞４．会計処理基準に関する事項

（5）重要なヘッジ会計の方法」をご参照ください。　

(3）金融商品に係るリスク管理体制

①  信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

　　  当社グループは、売上債権に係る不測の損害が生じないよう、与信管理規程に与信

限度額及び回収の条件等を定めております。また、営業推進室では、経理部より配布

される滞留期間別売掛金管理表と事業部より提出される滞留先報告書に基づき、実績

検討会で回収状況の確認及び指示を行っております。

運用目的の債券は、職務権限規程に従い個別に決裁を受ける体制となっており、格

付けの高い債券のみを対象としているため、信用リスクは僅少であります。

デリバティブ取引の相手先は、信用度の高い金融機関に限定しているため信用リス

クはほとんどないと認識しております。

②  市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況を把握

し、また、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

デリバティブ取引については、取引権限や限度額等を定めたデリバティブ管理規程

に従い、実需の範囲内での取引を行っております。

③  資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部門からの報告に基づき経理部が月次で資金繰計画を作成・管理すると

ともに、手元流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的

に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込ん

でいるため、異なる前提条件を採用することにより、当該価額が変動することがありま

す。また、後述の「２.金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関

する契約額等につきましては、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示

すものではありません。　
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２．金融商品の時価等に関する事項

　平成23年８月31日現在における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、

次表には含めておりません。（(注２)を参照ください。）

（単位：千円）　

　 連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1）現金及び預金

(2）受取手形及び売掛金

(3）有価証券

(4）投資有価証券

(5）差入保証金　

3,781,827　

2,111,912　

5,219,360　

1,793,630　

1,465,752　

3,781,827　

2,111,912　

5,219,360　

1,793,630　

1,415,751　

－　

－　

－　

－　

△50,001　

資産計 14,372,483　 14,322,481　 △50,001　

(1）支払手形及び買掛金

(2）長期借入金(※1)　

4,057,055　

1,391,350　

4,057,055　

1,409,562　

－　

18,212　

負債計 5,448,405　 5,466,617　 18,212　

デリバティブ取引(※2) 　(35,671)　 (35,671)　 －　

 (※1)１年内返済予定長期借入金は長期借入金に含めております。

 (※2)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正

味の債務となる項目については（ ）で表示しております。

　

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

　資産

　　(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金　

　　　　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。　

　　(3）有価証券、(4）投資有価証券

　　　　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券その他は取引所

の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。　

　　(5）差入保証金

　　　　差入保証金の時価については、返還により発生する将来キャッシュ・フローを返

還の期間までに対応する無リスクの利率で割り引いた現在価値から貸倒見積高を控

除した価額によっております。

　負債

　　(1）支払手形及び買掛金

　　　　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。　

　　(2）長期借入金

　　　　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に

想定される利率で割り引いた現在価値により算定する方法によっております。　
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  デリバティブ取引

（１）ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　　　　該当事項はありません。

　

（２）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　①  通貨関連

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象

当連結会計年度（平成23年８月31日）

契約額等
（千円）

契約額等のうち
１年超（千円）

時価
（千円）

原則的処理方法 為替予約取引 　 　 　 　

　 買建 　 　 　 　

　 米ドル 買掛金 957,160 223,996 △41,974

　 ユーロ 買掛金 183,110 － △2,271

　 売建 　 　 　 　

　 米ドル 未収入金 321,607 － 8,575

為替予約等の振当処理 為替予約取引 　    

　 買建 　    

　 米ドル 買掛金 39,290 －
（注)２

　 ユーロ 買掛金 4,334 －

　 売建 　    

　 米ドル 未収入金 483 － 19

合計 1,505,986 223,996 －

　（注）１．時価等の算定方法

　　　　　　取引先金融機関から提示された時価等に基づき算定しております。

２．為替予約の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている外貨建金銭債権

債務と一体として処理されているため、その時価は、当該買掛金の時価に含

めて記載しております。
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　②  金利関連

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象

当連結会計年度（平成23年８月31日）

契約額等
（千円）

契約額等のうち
１年超（千円）

時価
（千円）

金利スワップ
の特例処理

金利スワップ取引

長期借入金 　　800,000 　　600,000 （注）支払固定・
受取変動

　（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一

体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載して

おります。

　

（注２）時価を把握することが極めて困難と思われる金融商品

（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額

　非上場株式 　5,400

　

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

（単位：千円）

　 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

　現金及び預金 3,781,827 　－ 　－ 　－

　受取手形及び売掛金 2,111,912 　－ 　－ 　－

　有価証券及び投資有価証券 　780,000 　－ 　300,000 　250,000

　合計 6,673,740 　－ 　300,000 　250,000

　（注）差入保証金については返還期日を明確に把握できないため、償還予定額を記載し

ておりません。　

 
（注４）長期借入金の連結決算日後の返済予定額

（単位：千円）

　 １年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内

　長期借入金 591,320 700,030 100,000 －
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＜賃貸等不動産に関する注記＞

１．賃貸等不動産の状況に関する事項

当社では、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビル等を有しております。　

２．賃貸等不動産の時価等に関する事項

（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時価

4,064,791 2,632,200

（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額でありま

す。

（注２）当連結会計年度末の時価は、主として社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書

に基づいて、自社で算定した金額であります。

　

＜１株当たり情報に関する注記＞

１．１株当たり純資産額 973円56銭

２．１株当たり当期純利益 32円54銭
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 貸借対照表 （平成23年８月31日現在）
（単位：千円）   

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部）  （負　債　の　部）  

流 動 資 産 13,325,156 流 動 負 債 6,131,847

現 金 及 び 預 金 3,451,383 支 払 手 形 1,787

受 取 手 形 54,069 買 掛 金 4,089,490

売 掛 金 2,057,843 １年内返済予定長期借入金 591,320

有 価 証 券 5,219,360 リ ー ス 債 務 4,689

商 品 及 び 製 品 2,174,387 未 払 金 397,998

仕 掛 品 16,936 未 払 法 人 税 等 385,658

繰 延 税 金 資 産 188,364 未 払 消 費 税 等 20,758

そ の 他 163,029 未 払 費 用 294,609

貸 倒 引 当 金 △218 賞 与 引 当 金 109,848

　 　 　 返 品 調 整 引 当 金 32,000

　 　 ポ イ ン ト 引 当 金 101,232

　 　 そ の 他 102,453

固 定 資 産 15,118,201 固 定 負 債 1,711,202

有 形 固 定 資 産 (10,675,136) 長 期 借 入 金 800,030

建 物 2,644,440 リ ー ス 債 務 9,752

構 築 物 15,148 退 職 給 付 引 当 金 517,776

機 械 装 置 954 長 期 未 払 金 32,635

工 具 器 具 備 品 69,111 預 り 保 証 金 212,113

土 地 7,931,184 資 産 除 去 債 務 138,894

リ ー ス 資 産 12,199 負 債 合 計 7,843,049

建 設 仮 勘 定 2,097 （ 純 資 産 の 部 ） 　
無 形 固 定 資 産 (125,439) 株 主 資 本 20,680,430

投資その他の資産 (4,317,625) 資 本 金 4,917,652

投 資 有 価 証 券 1,799,030 資 本 剰 余 金 5,644,906

関 係 会 社 株 式 30,000 資 本 準 備 金 1,229,413

関 係 会 社 出 資 金 497,812 その他資本剰余金 4,415,493

差 入 保 証 金 1,465,752 利 益 剰 余 金 10,770,382

繰 延 税 金 資 産 336,354 その他利益剰余金 10,770,382

そ の 他 240,738 任 意 積 立 金 10,000,000

貸 倒 引 当 金 △52,062 繰 越 利 益 剰 余 金 770,382

　 　 自 己 株 式 △652,510

 　 評価・換算差額等 △80,122

 　 その他有価証券評価差額金 △59,040

 　 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △21,081

 　 純 資 産 合 計 20,600,308

資 産 合 計 28,443,357 負 債 純 資 産 合 計 28,443,357
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 損益計算書 ( 平成22年９月１日から
平成23年８月31日まで )

（単位：千円）     
科 目 金 額

売 上 高   

商 品 及 び 製 品 売 上 高 22,315,710  

不 動 産 賃 貸 収 入 251,669 22,567,379

売 上 原 価   

商 品 及 び 製 品 売 上 原 価 11,046,062  

不 動 産 賃 貸 原 価 179,896 11,225,959

売 上 総 利 益  11,341,420

返 品 調 整 引 当 金 戻 入 額  39,000

返 品 調 整 引 当 金 繰 入 額  32,000

差 引 売 上 総 利 益  11,348,420

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  10,127,855

営 業 利 益  1,220,564

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 及 び 配 当 金 96,625  

そ の 他 36,590 133,215

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 27,239  

そ の 他 12,127 39,366

経 常 利 益  1,314,414

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 29,751 　

投 資 有 価 証 券 売 却 益 11,613 　

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 378 41,742

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 28,780  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 81 　

減 損 損 失 28,460  

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 82,452  139,775   

税 引 前 当 期 純 利 益  1,216,381

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 566,142
　
　

法 人 税 等 調 整 額 △25,754 540,388

当 期 純 利 益  675,993
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 株主資本等変動計算書 ( 平成22年９月１日から
平成23年８月31日まで )

（単位：千円）     

 

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計

任意積立金 繰越利益剰余金

平成22年８月31日残高 4,917,652 1,229,413 4,415,493 5,644,906 9,800,000 699,339 10,499,339

事 業 年 度 の 変 動 額        

別途積立金の積立て    － 200,000 △200,000 －

剰 余 金 の 配 当    －  △404,949 △404,949

当 期 純 利 益    －  675,993 675,993

自 己 株 式 の 取 得    －   －

株主資本以外の項目の事業
年 度 の 変 動 額 ( 純 額 )

   －  　　 －

事業年度の変動額合計 － － － － 200,000 71,043 271,043

平成23年８月31日残高 4,917,652 1,229,413 4,415,493 5,644,906 10,000,000 770,382 10,770,382

 

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
自 己 株 式 株主資本合計

その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ損益
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平成22年８月31日残高 △652,123 20,409,774 △77,394 △38,561 △115,955 20,293,818

事 業 年 度 の 変 動 額       

別途積立金の積立て  －   － －

剰 余 金 の 配 当  △404,949   － △404,949

当 期 純 利 益  675,993   － 675,993

自 己 株 式 の 取 得 △387 △387   － △387

株主資本以外の項目の事業
年 度 の 変 動 額 ( 純 額 )  － 18,353 17,479 35,832 35,832

事業年度の変動額合計 △387 270,656 18,353 17,479 35,832 306,489

平成23年８月31日残高 △652,510 20,680,430 △59,040 △21,081 △80,122 20,600,308
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＜重要な会計方針に係る事項に関する注記＞

１．資産の評価基準及び評価方法 　

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 　

①　子会社株式 移動平均法による原価法

②　その他有価証券 　

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

(2) デリバティブの評価基準及び評価方法

　時価法

(3) たな卸資産の評価基準及び評価方法

　原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

 　　　　建物(建物附属設備を除く)

　　　　　　a. 平成10年11月30日以前に取得したものは、旧定率法を採用しております。

　　　　　　b. 平成10年12月１日以降、平成19年３月31日以前に取得したものは、旧定額法を採

用しております。

　　　　　　c. 平成19年４月１日以降に取得したものは、定額法を採用しております。

 　　　　建物以外

　　　　　　a. 平成19年３月31日以前に取得したものは、旧定率法を採用しております。

　　　　　　b. 平成19年４月１日以降に取得したものは、定率法を採用しております。

　　　　主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　３～47年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

(3）リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．引当金の計上方法

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

(2) 賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額の当事業年度負担

額を計上しております。



（ 38 ）

(3) 返品調整引当金

　製品・商品の返品による損失に備えるため、過去の返品率等を勘案し、将来の返

品に伴う損失予想額を計上しております。

(4）ポイント引当金

　ポイント制度に基づき顧客に付与したポイントの利用に備えるため、当事業年度

末における将来利用見込額を計上しております。 

(5) 退職給付引当金　　　

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しております。 

　なお、過去勤務債務については、発生年度において一括償却しております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することとしております。　

(追加情報)

　当社は、退職金規程の改定に伴い、平成23年１月１日より、適格退職年金制度か

ら確定給付企業年金法(平成13年法律第50号)に基づく確定給付企業年金制度に移行

しました。

　この移行に伴う損益の影響は、軽微であります。　

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

５．ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

　原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約については、振当

処理の要件を満たしている場合には振当処理、金利スワップ取引については、特例

処理の要件を満たしている場合には特例処理によっております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ａ．ヘッジ手段……為替予約

ヘッジ対象……外貨建債権債務及び外貨建予定取引

ｂ．ヘッジ手段……金利スワップ取引

ヘッジ対象……借入金

(3) ヘッジ方針

　デリバティブ取引に関する権限規程等を定めた社内管理規程に基づき、為替相場

変動リスク及び金利変動リスクをヘッジしております。
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(4) ヘッジ有効性評価の方法

　外貨建予定取引に係る為替予約については、予定取引の主要な取引条件の予測可

能性及びその実行可能性を検証し、有効性の評価を行っております。

　なお、振当処理によっている外貨建債権債務に係る為替予約は振当処理の要件を

満たしていることを、特例処理によっている金利スワップ取引は特例処理の要件を

満たしていることを確認しており、その判定をもって有効性の評価に代えておりま

す。

６．消費税等の処理方法

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

　

（重要な会計方針の変更）

資産除去債務に関する会計基準の適用

　当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３

月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号

平成20年３月31日）を適用しております。これにより、営業利益、経常利益はそれぞれ13,414

千円減少し、税引前当期純利益は88,321千円減少しております。また、当会計基準等の適用

開始による資産除去債務の変動額は137,679千円であります。

　

＜貸借対照表に関する注記＞

１．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

２．関係会社に対する短期金銭債権 6,525千円

関係会社に対する長期金銭債権 11,000千円

関係会社に対する短期金銭債務 82,296千円

３．有形固定資産の減価償却累計額 7,705,256千円

　

＜損益計算書に関する注記＞

１．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

２．関係会社との取引高

有償支給高 435,963千円

仕入高 914,948千円

業務委託費 656,507千円

営業取引以外の取引高 48,113千円

　

＜株主資本等変動計算書に関する注記＞

１．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

２．自己株式の種類及び総数に関する事項
 （単位：株）

株 式 の 種 類 前事業年度末株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

自 己 株 式     

普 通 株 式 1,189,448 1,055 － 1,190,503

合 計 1,189,448 1,055 － 1,190,503

（注）自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによる増加1,055株であります。
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＜退職給付に関する注記＞

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度(※)、確定給付企業年金制度

及び退職一時金制度を設けております。

なお、確定給付企業年金制度については、平成23年１月１日より、従来の適格退職

年金制度から移行したものであります。本移行に関する影響については、重要な会計

方針に係る事項に関する注記「３. 引当金の計上方法（５）退職給付引当金」に関す

る追加情報に記載しております。

上記以外に、従業員の退職等に際して、退職給付会計基準に準拠した数理計算によ

る退職給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場合があります。

　(※) 当社は、総合設立型厚生年金基金である大阪ニット厚生年金基金に加入してお

り、その要拠出額を費用処理しております。大阪ニット厚生年金基金に関する

事項は次のとおりであります。

（1）制度全体の積立状況に関する事項（平成23年３月31日現在）

年金資産の額 32,639,434千円

年金財政計算上の給付債務の額 43,937,355千円

差引額 △11,297,921千円

（2）制度全体に占める当社の掛金拠出割合

     （平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）    

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  17.1％

（3）補足説明

　上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高6,579,037千円

及び繰越不足金4,718,884千円であります。

　本制度における過去勤務債務の償却方法は期間18.6年元利均等償却であり、当社は、

当事業年度の計算書類上、特別掛金92,072千円を費用処理しております。

　なお、上記(2)の割合は当社の実際の負担割合とは一致しません。

２．退職給付債務に関する事項（平成23年８月31日現在）

退職給付債務 1,162,680千円

年金資産 △469,650千円

未積立退職給付債務 693,030千円

未認識数理計算上の差異 △175,253千円

退職給付引当金 517,776千円

３．退職給付費用に関する事項

　　（平成22年９月１日から平成23年８月31日まで）

勤務費用 46,116千円

利息費用 13,547千円

期待運用収益(減額) △10,690千円

数理計算上の差異の費用処理額 29,025千円

過去勤務債務の費用処理額 △7,862千円

厚生年金基金拠出額 200,568千円

退職給付費用 270,706千円
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４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 1.1％

期待運用収益率 2.0％

過去勤務債務の額の処理年数 発生年度で一括処理

数理計算上の差異の処理年数 10年

　

＜税効果会計に関する注記＞

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産  

たな卸資産 11,433千円

投資有価証券 44,942千円

未払事業所税 12,251千円

未払事業税 34,348千円

未払費用 6,292千円

貸倒引当金 21,293千円

賞与引当金 44,927千円

返品調整引当金 13,088千円

ポイント引当金 41,404千円

退職給付引当金 211,770千円

長期未払金 12,719千円

電話加入権 10,190千円

減損損失 20,743千円

資産除去債務 56,807千円

その他有価証券評価差額金 54,833千円

その他 32,363千円

繰延税金資産小計 629,411千円

評価性引当額　 △84,008千円

繰延税金資産合計　 　545,402千円

繰延税金負債  

有形固定資産　 20,684千円

繰延税金負債合計 20,684千円

繰延税金資産（負債）の純額 524,718千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率の主な差異原因別の内訳

法定実効税率 40.9％

（調整）  

交際費等の永久差異 △0.8％

住民税均等割 4.3％

評価性引当額　 0.2％

その他 △0.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.4％
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＜リースにより使用する固定資産に関する注記＞

所有権移転外ファイナンス･リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年11月30日以前

のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その

内容は次のとおりであります。

１．当事業年度の末日におけるリース物件の取得価額相当額

 36,990千円

２．当事業年度の末日におけるリース物件の減価償却累計額相当額

 27,515千円

３．当事業年度の末日におけるリース物件の未経過リース料相当額

 9,474千円

　

＜１株当たり情報に関する注記＞

１．１株当たり純資産額 966円59銭

２．１株当たり当期純利益 31円72銭
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

 独立監査人の監査報告書  

 平成23年10月７日 
 ヤマト インターナショナル株式会社  

 取　締　役　会　御中  

 有限責任監査法人　ト ー マ ツ  

 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 山 口 弘 志 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 長 野 秀 則 

 

 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ヤマト インター

ナショナル株式会社の平成22年９月１日から平成23年８月31日までの連結

会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書及

び連結株主資本等変動計算書について監査を行った。この連結計算書類の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書

類に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準

に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。

監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適

用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結計算書類の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結

果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、ヤマト インターナショナル株式

会社及び連結子会社から成る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財

産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと

認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定に

より記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

 独立監査人の監査報告書  

 平成23年10月７日 

 ヤマト インターナショナル株式会社  

 取　締　役　会　御中  

 有限責任監査法人　ト ー マ ツ  

 指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 山 口 弘 志 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 長 野 秀 則 

 

 
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ヤマト イ

ンターナショナル株式会社の平成22年９月１日から平成23年８月31日ま

での第65期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書及

び株主資本等変動計算書並びにその附属明細書について監査を行った。

この計算書類及びその附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を

表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基

準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及び

その附属明細書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得

ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用

した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの

評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討する

ことを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国におい

て一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書

類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定

により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告
 監　査　報　告　書  

 　当監査役会は、平成22年９月１日から平成23年８月31日までの第65期事業年度の取締役の職務

の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、

以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につ

いて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、

必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従

い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の

整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職

務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本

社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載

されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株

式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第

３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体

制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について

定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。事業報告に記載さ

れている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同号ロの各取組みについては、取締

役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。子会社につ

いては、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社

から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附

属明細書について検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び

検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説

明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための

体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17

年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求

めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書及び

株主資本等変動計算書）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益

計算書及び連結株主資本等変動計算書）について検討いたしました。　　　
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 ２．監査の結果

(1）事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している

ものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は

認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内

部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘す

べき事項は認められません。

四　事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関

する基本方針については、指摘すべき事項は認められません。事業報告に記載されている

会社法施行規則第118条第３号ロの各取組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社

の株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とす

るものではないと認めます。

(2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人　有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3）連結計算書類の監査結果

  会計監査人　有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

 

 平成23年10月14日  

 ヤマト インターナショナル株式会社　監査役会 

 常勤監査役 内 田 　 勝 

常勤監査役 堀 野 　 修 

監査役(社外監査役) 池 田 敏 行 

監査役(社外監査役) 照 山 澄 人 

 

以　上
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株主総会参考書類
　

議案及び参考事項

第１号議案　第65期剰余金の処分の件

当社の株主の皆様に対する配当額の決定につきましては、安定配当を重

点政策のひとつとして認識しております。基本的には、収益に対して配

当を行うべきものと考え、業界における環境の変化や企業間競争の激化

に耐え得る企業体質の強化並びに将来の事業展開に備えるための内部留

保などを勘案して決定する方針を採っております。

当期の期末配当金及びその他の剰余金の処分につきましては、株主の皆

様の日頃のご支援にお応えするとともに、昨今の厳しい経済環境並びに

当期の業績等を勘案し、次のとおりといたしたいと存じます。

1.期末配当に関する事項

(1）配当財産の種類

金銭といたします。

(2）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき

普通配当 8円

総額 170,499,464円

(3）剰余金の配当が効力を生じる日

平成23年11月28日

2.その他の剰余金の処分に関する事項

(1）増加する剰余金の項目及びその額

別途積立金　　　　　　　　　　　　　　400,000,000円　

(2）減少する剰余金の項目及びその額

繰越利益剰余金　　　　　　　　　　　  400,000,000円　
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第２号議案　取締役７名選任の件

本総会終結の時をもって、取締役８名全員が任期満了となります。つきまし

ては、取締役７名の選任をお願いするものであります。

取締役候補者は、次のとおりであります。

候
補
者
番
号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 の 数

１

はん

盤
にゃ

若
とも

智
き

基

(昭和47年１月13日生)

平成７年４月　伊藤忠商事株式会社入社

平成11年４月　伊藤忠商事株式会社退社

平成11年５月　当社入社

平成12年12月　当社営業本部付ゼネラルマネージ

ャー（営業企画担当）

平成13年２月　当社取締役営業本部付ゼネラルマ

ネージャー（営業企画担当）

平成13年12月　当社取締役生産管理部ゼネラルマ

ネージャー

平成14年２月　当社取締役生産管理部ゼネラルマ

ネージャー兼システム部担当

平成14年12月　当社取締役生産管理部長兼システ

ム部担当

平成15年１月　当社常務取締役営業副本部長兼生

産管理部担当兼システム部担当

平成15年12月　当社常務取締役第二営業本部長兼

生産管理部担当兼システム部担当

平成16年12月　当社取締役社長（代表取締役）

現在に至る

570,900株
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候
補
者
番
号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 の 数

２

な

名
とり

取 　
いさむ

勇

(昭和24年２月２日生)

昭和47年10月　当社入社

平成５年12月　当社経理部長

平成12年１月　当社経理部ゼネラルマネージャー

兼経営企画室ゼネラルマネージャ

ー

平成13年２月　当社取締役経理部ゼネラルマネー

ジャー兼経営企画室ゼネラルマネ

ージャー

平成14年12月　当社取締役経理部長兼経営企画室

長

平成16年７月　当社取締役経理部長

平成20年２月　当社常務取締役経理部長兼総務部

担当

現在に至る

36,100株

３

ひ

樋
ぐち

口
とし

敏
あき

昭

(昭和29年５月23日生)

昭和52年４月　当社入社

平成11年12月　当社第七事業部ゼネラルマネージ

ャー

平成12年12月　当社営業副本部長兼第七事業部ゼ

ネラルマネージャー

平成13年12月　当社第七事業部ゼネラルマネージ

ャー

平成14年12月　当社クロコダイル事業部長

平成15年２月　当社取締役クロコダイル事業部長

平成15年12月　当社取締役第一営業本部長兼クロ

コダイル事業部長

平成18年３月　当社取締役営業副本部長兼クロコ

ダイル事業部長

平成19年12月　当社取締役営業副本部長兼エーグ

ル事業部長

平成20年２月　当社取締役営業本部長兼エーグル

事業部長

平成21年12月　当社取締役カジュアル事業部長　

現在に至る

20,000株
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候
補
者
番
号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 の 数

４

たか

髙
はし

橋
しゅん

俊
すけ

輔

(昭和27年９月８日生)

昭和50年４月　株式会社三和銀行（現株式会社三

菱東京ＵＦＪ銀行）入行

平成14年５月　同行虎ノ門支店長兼法人業務責任

者

平成16年７月　出向　当社経営企画室長

平成17年２月　同行退行

平成17年２月　当社取締役経営企画室長

平成18年３月　当社取締役経営企画室長兼システ

ム部担当

平成22年２月　当社取締役経営企画室長　

現在に至る

17,200株

５

しば

柴
はら

原
やす

保
お

夫

(昭和28年12月３日生)

昭和52年４月　当社入社

平成11年12月　当社第七事業部ゼネラルマネージ

ャー（東京担当）

平成12年12月　当社営業副本部長兼第五事業部ゼ

ネラルマネージャー

平成13年12月　当社第五事業部ゼネラルマネージ

ャー

平成14年12月　当社エーグル事業部長 

平成18年３月　当社営業推進室長

平成19年12月　当社営業推進室長兼店頭支援部長

平成20年２月　当社取締役営業推進室長兼店頭支

援部長

平成21年12月　当社取締役営業推進室長

　　　　　　　現在に至る　

（重要な兼職の状況）

　ヤマト マーチャンダイジング株式会社代表取

　締役

11,300株

６

ふな

船
はら

原
じゅん

淳
いち

一

(昭和32年５月９日生)

昭和56年４月　当社入社

平成14年12月　当社人事部長

平成20年２月　当社取締役人事部長

平成22年２月　当社取締役人事部長兼システム部

担当

現在に至る　

7,600株
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候
補
者
番
号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 の 数

７

おく

奥
なか

中
しん

信
いち

一

(昭和36年11月21日生)

昭和59年３月　当社入社

平成16年12月　当社エーグル事業部長

平成19年12月　当社クロコダイル事業部長

平成20年２月　当社取締役営業副本部長兼クロコ

ダイル事業部長

平成21年12月　当社取締役営業本部長兼エーグル

事業部長

平成23年３月　当社取締役営業本部長

現在に至る　

9,700株

　（注）各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
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　第３号議案　監査役３名選任の件

監査役　内田 勝、堀野 修、池田敏行の３氏は、本総会終結の時をもって任

期満了となります。つきましては、監査役３名の選任をお願いするものであ

ります。

なお、本議案の提出に関しては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は、次のとおりであります。

候
補
者
番
号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 の 数

１

うち

内
だ

田 　
まさる

勝

(昭和24年１月１日生)

昭和46年３月　当社入社

平成16年２月　当社取締役営業推進室長　

平成16年12月　当社取締役営業推進室長兼システム

　　　　　　　部担当　

平成18年３月　当社取締役生産管理部長　

平成20年２月　当社常勤監査役　

　　　　　　　現在に至る　

19,400株

２

いけ

池
だ

田
とし

敏
ゆき

行

(昭和16年３月２日生)

昭和40年４月　野村建設工業株式会社入社

平成７年８月　野村殖産株式会社へ転籍 総務部長

平成８年６月　同社取締役総務部長　

平成13年４月　同社常務取締役（現任）

平成16年２月　当社監査役

　　　　　　　現在に至る

（重要な兼職の状況）

　野村殖産株式会社常務取締役　　　　　　　　　

－株

３

* 　
しま

島 　
まさ

正
お

男

(昭和25年12月４日生)

昭和48年３月　当社入社

平成15年１月　当社生産管理部長

平成19年３月　当社内部監査室長　

平成20年12月　当社内部監査室　内部監査担当

　　　　　　　現在に至る　　　　　　　　

4,700株

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

　　　２．池田敏行氏は社外監査役候補者であります。

　　　３．池田敏行氏を社外監査役候補者とした理由は、不動産に関する専門的知識を有し、当

　　　　 社監査役の職務を適切に執行することを期待するものであります。

　　　４．池田敏行氏の当社の監査役として就任してからの年数は、本総会終結の時をもって７

　　　　 年９ヶ月となります。　

　　 ５. ＊印は、新任監査役候補者であります。
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第４号議案　補欠監査役１名選任の件　

平成22年11月25日開催の定時株主総会において、選任いただきました補欠監

査役　築地原和夫氏の選任の効力は本総会開始の時をもって、失効いたしま

す。つきましては法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、

補欠監査役１名の選任をお願いするものであります。

なお、本議案の提出に関しては、監査役会の同意を得ております。

補欠監査役の候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（生　年　月　日）

略 歴 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
所有する当社
株 式 の 数

つき

築
じ

地
はら

原　
かず

和　
お

夫
(昭和14年１月５日生)

昭和36年３月　丸三証券株式会社入社 

昭和50年３月　同社岡山支店長 

昭和53年３月　同社株式部長 

昭和58年８月　同社大阪支店長 

昭和61年12月　同社取締役大阪支店長 

平成３年５月　同社常務取締役大阪支店長 

平成13年６月　同社専務取締役大阪支店長 

平成14年２月　同社専務取締役営業本部長 

平成16年６月　同社常勤監査役 

平成19年６月　同社監査役

現在に至る

－株

（注）１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．築地原 和夫氏は、補欠の社外監査役の候補者であります。

３．築地原 和夫氏を補欠の社外監査役候補者とした理由は、金融、財務に関する専門的な

知識と豊富な経験を持ち、当社の監査業務の遂行に充分な見識を有すると判断し、候

補者といたしました。　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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インターネットによる議決権行使のご案内
　

１　インターネットによる議決権行使に際して、ご了承いただく事項

議決権をインターネットにより行使される場合は、次の事項をご了承の上、

行使していただきますよう、お願い申し上げます。

１）インターネットによる議決権行使は、当社の指定する議決権行使サイト（下

記URLをご参照ください）をご利用いただくことによってのみ可能です。な

お、インターネットにより、議決権を行使される場合は、招集ご通知同封

の議決権行使書用紙に記載の議決権行使コード及びパスワードが必要とな

ります。

２）今回ご案内する議決権行使コード及びパスワードは、本総会に関してのみ

有効です。次の総会の際には、新たに議決権行使コード及びパスワードを

発行いたします。

３）書面とインターネットにより、二重に議決権を行使された場合は、インタ

ーネットの行使を有効な行使としてお取扱いいたします。

４）インターネットで複数回議決権行使をされた場合は、最後の行使を有効な

行使としてお取扱いいたします。

５）インターネットに関する費用（プロバイダー接続料金・通信料金等）は、

株主様のご負担となります。

２　インターネットによる議決権行使の具体的方法

１）http：//www.it-soukai.com/またはhttps：//daiko.mizuho-tb.co.jp/にア

クセスしてください。

行使期間中の午前３時～午前５時は上記のURLにアクセスすることができま

せん。

２）議決権行使コード及びパスワードを入力し、「ログイン」ボタンを押して

ください。

議決権行使コード及びパスワードは、招集ご通知同封の議決権行使書用紙

右下に記載しております。

３）画面の案内に従い、議決権を行使してください。
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３　ご利用環境

◎パソコン　　　　　　Windows機種

                    （PDA、ゲーム機には対応しておりません。）

◎ブラウザ　　　　　　Microsoft Internet Explorer5.5以上

◎インターネット環境　プロバイダーとの契約などインターネットが利用で

きる環境

◎画面解像度　　　　　1024×768以上をご推奨いたします。

※Microsoft、Windowsは米国Microsoft Corporationの米国及びその他の国

における登録商標または商標です。

４　セキュリティーについて

行使された情報が改ざん・盗聴されないよう暗号化（SSL128bit）技術を使用

しておりますので、安心してご利用いただけます。

また議決権行使書用紙に記載された議決権行使コードとパスワードは、株主

様ご本人を認証する重要なものです。他人に絶対知られないようご注意くだ

さい。当社より株主様のパスワードをお問い合わせすることはございません。

５　お問い合わせ先について

  インターネットによる議決権行使に関するパソコンの操作方法等に関する専

用お問い合わせ先

みずほ信託銀行　証券代行部　インターネットヘルプダイヤル

電話　0120－768－524（フリーダイヤル）

（受付時間９：00～21：00　土、日、休日を除く）

以　上



　

　

株主総会会場ご案内図
　

【会場】
　　　　　　　　　大阪市中央区本町橋２番８号
　　　　　　　　　大阪商工会議所 地下会議室

電話　06－6944－6268　
　

【交通のご案内】
　＊地下鉄堺筋線・中央線　堺筋本町駅①⑫番出口より徒歩約10分　
　＊地下鉄谷町線・中央線　谷町四丁目駅④番出口より徒歩約10分　
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